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【参考】

※平成27年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体 委託率（％）【算出方法：委託実施団体数÷事業実施団体数（「全部直営かつ専任職員無し」除く）×100】

ホームページ作成・運営 0 95.0%

調査・集計 0 100.0%

道路維持補修・清掃等 0 100.0%

ホームヘルパー派遣 0 100.0%

在宅配食サービス 0 100.0%

情報処理・庁内情報システム維持 0 100.0%

水道メーター検針 0 95.0%

学校給食（運搬） 0 100.0%

学校用務員事務 ○ 学校現場の細やかなニーズに即座に対応する必要があり、今後も直営の予定。 40.0%

学校給食（調理） 0 100.0%

し尿収集 0 89.5%

一般ごみ収集 0 100.0%

電話交換 0 89.5%

公用車運転 0 90.0%

案内・受付 0 100.0%

本庁舎の夜間警備 0 90.0%

自治体コード 都道府県名 市区町村名

12100 千葉県 千葉市

本庁舎の清掃 0 100.0%

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 指定都市
委託率

(1)民間委託

地方行政サービス改革

＜これまでの取組＞
民間委託等の業務改革の現状について、取組状況や今後の対応方針等を「見える化」し、比較可能な形で取りまとめ。

（平成２８年３月２５日公表「地方行政サービス改革の取組状況等に関する調査結果」）

総合窓口

＜今後の予定＞
「見える化」を実施する中で、毎年度ヒアリングを行

い、課題やその課題への対応策についても把握。

あわせて、民間委託に係る歳出効率化の成果につ
いて、業務改革モデルプロジェクトにおいて把握手法を
検討・確立。

【H28年度モデルプロジェクト委託団体】

岐阜県高山市､神戸市､鳥取県鳥取市､鳥取県北栄町､
愛媛県西予市、大分県別府市、沖縄県南城市

民間委託の実施状況（平成27年4月1日現在）

学校給食（調理）

【市区町村】

本庁舎の清掃
【市区町村】

戸籍・
登録係

保険
給付係

年金係
環境

衛生課
水道局

子育て
支援課

介護
保険課

【業務改革前】 例：７窓口を移動→手続完了

【業務改革後】 業務フローを見直し、１窓口で手続完了

転入者

業務改革モデルプロジェクト（平成28年度～の取組）

民間事業者ヒア

モデル自治体
募集・選定

モデル事業

ＢＰＲの手法、

歳出効率化効果の把
握手法の検討

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

※公表項目は、他に指定管理者制度等の導入状況（施設区分別）、
窓口業務の状況、総務事務センターの設置状況、クラウド化の実
施状況、公共施設等総合管理計画の策定状況、地方公会計の整
備状況がある。
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都道府県・指定都市分

総務省⇒都道府県・指定都市

ヒアリング実施

・地方行政サービス改革の取組状
況や今後の対応方針に関するヒア
リングを実施

地方行政サービス改革の見える化・比較可能な形での公表（平成28年度取組概要）

平成28年５月～６月

地方行政サービス改革の取組状況について、見える化・比較可能な形での公表を実施

・各団体の見える化（個票） ・管内市区町村の取組割合と全国平均を比較
・市区町村の取組状況を日本地図にプロット

地方行政サービス改革の取組状況に関する調査結果の集計

地方行政サービス改革について、以下の各項目の取組状況に関する調査を発出

・民間委託 ・指定管理者制度等 ・窓口業務（総合窓口の設置、民間委託）
・総務事務センター（庶務事務の集約化） ・自治体情報システムのクラウド化
・公共施設等総合管理計画 ・地方公会計の整備

都道府県⇒管内市区町村 ヒアリング実施

・地方行政サービス改革の取組状況や今後の対応方針に関するヒアリン
グを実施

平成28年５月～７月

総務省⇒都道府県 ヒアリング実施

・管内市区町村の取組状況や今後の対応方針についてヒアリングを実施
・窓口業務改革の課題やその課題への対応策、都道府県としての支援の
方向性等についてもヒアリング予定

平成28年８月～９月

平成28年４月20日付け総行経第11号・総行情第36号「地方行政サービス改革に関する取組状況等の調査について」

平成28年10月～

～平成29年３月

市区町村分

・都道府県・指定都市〆切
5/17（火）

・市区町村〆切
8/3（水）
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